
令和8年度国民健康保険特別会計当初予算（案）について

【 歳 入】 (単位：千円)

行
番
号

令和8年度
当初予算額

令和7年度
当初予算額

比較
（R8－R7）

増減(％)

1 155,868 154,169 1,699 1.1% 国民健康保険事業の費用に充てるため、被保険者から徴収するもの

2 1,025 944 81 8.6% （徴収した保険税は基本的に納付金として県に納付する）

3 48,587 46,153 2,434 5.3% 【国保税率】

4 276 254 22 8.7% 所得割 均等割 【所得割基礎額】1,367,843千円

5 15,106 15,161 -55 -0.4% 医療給付費分 7.9% 41,900円 【推計被保険者数】2,207人

6 169 130 39 30.0% 後期支援金分 2.2% 14,500円 【見込収納率】現年度課税分 98.00％

7 6,704 0 6,704 皆増 介護納付金分 2.0% 15,400円

8 227,735 216,811 10,924 5.0% 子ども子育て支援納付金分 0.25% 1,532円

9 1 1 0 0.0% 災害等に伴い保険税の減免や一部負担金の免除に要した費用に対する補助金

10 1 1 0 0.0% 社会保障・税番号制度の導入に係る地方公共団体の情報システムの整備・改修に対する補助金

11 2 2 0 0.0%

12 1,086,412 1,130,773 -44,361 -3.9% 療養の給付等に要する費用に対する交付金（県が全額負担）

13 7,748 7,810 -62 -0.8% 保険者努力支援金：市町村の医療費適正化等の取組やその成果に応じて交付

14 8,114 2,500 5,614 224.6% 特別調整交付金：市町村の特別事情による財政負担増等に対して交付

15 8,418 8,418 0 0.0% 県繰入金：県の交付要綱に基づく取組に対し、事業評価分として交付

16 3,130 2,933 197 6.7% 特定健診等負担金：特定健診・特定保健指導に要する費用に対して交付

17 27,410 21,661 5,749 26.5%

18 1 1 0 0.0% 保険税収納不足により財源不足となった場合、県の基金から受けることができる交付金

19 1,113,823 1,152,435 -38,612 -3.4%

20 41,405 37,328 4,077 10.9% 保険基盤安定制度に伴う国・県・町負担の繰入金（保険税の7・5・2割軽減に伴うもの）

21 24,841 22,177 2,664 12.0% 保険税軽減分補助率：県3/4 町1/4 保険者支援分補助率：国1/2 県1/4 町1/4

22 526 508 18 3.5% 未就学児童分均等割の5割軽減に伴う繰入 補助率国1/2 県1/4 町1/4

23 378 46 332 721.7% 産前産後保険税軽減分に係る繰入金 補助率国1/2 県1/4 町1/4

24 1,000 666 334 50.2% 出産育児一時金に係る繰入金(出産育児一時金の2/3）

25 6,506 13,096 -6,590 -50.3% 国保財政の健全化及び保険税負担の平準化に資する繰入金

26 6,478 8,425 -1,947 -23.1% 国保特別会計の事務費に係る繰入金

27 81,134 82,246 -1,112 -1.4%

28 26,641 46,665 -20,024 -42.9% 必要に応じ国保財政調整基金から繰り入れを行うもの

29 10,000 10,000 0 0.0% 前年度からの繰越金

30 460 216 244 113.0% 国保税に係る延滞金や第三者行為求償納付金など

31 1,459,795 1,508,375 -48,580 -3.2%

科    目 説   明

現年課税分

滞納繰越分

現年課税分

滞納繰越分

現年課税分

滞納繰越分

子ども・子育て支援納付金分 現年課税分

計

災害臨時特例補助金
社会保障・税番号制度システム整備費補助金

計

普  通  交  付  金

保険者努力支援分

特別調整交付金分

県 繰 入 金

特定健康診査等負担金

計

財 政 安 定 化 基 金 交 付 金

計

保 険 基 盤 安 定 （ 保 険 税 軽 減 分 ）

保 険 基 盤 安 定 （ 保 険 者 支 援 分 ）

未 就 学 児 均 等 割 保 険 税 繰 入 金

産 前 産 後 保 険 税 繰 入 金

出 産 育 児 一 時 金 等

財 政 安 定 化 支 援 事 業

事 務 費 繰 入 金

計

財 政 調 整 基 金 繰 入 金

繰 越 金 前 年 度 繰 越 金

そ の 他 の 収 入

合 計

医療給付費分

後期高齢者支援金分

介護納付金分

国 庫 支 出 金

保険給付費等
交付金

特別
交付金

国
民
健
康
保
険
税

県

支

出

金

繰
入
金

一般会計
繰入金
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 【歳 出】 (単位：千円)
行
番
号

令和8年度
当初予算額

令和7年度
当初予算額

比較
（R8－R7）

増減(％)

32 10,592 8,425 2,167 25.7% 国保事業運営に要する事務費、賦課徴収費、運営協議会費

33 925,976 960,130 -34,154 -3.6% 医療給付費の支払いに要する費用

34 7,031 8,256 -1,225 -14.8%  療養給付費：被保険者の疾病や負傷に対する診療費や調剤費

35 933,007 968,386 -35,379 -3.7%

36 151,556 160,376 -8,820 -5.5%  高額療養費：一部負担金が自己負担限度額を超えた場合に支給するもの

37 160 150 10 6.7%

38 1 1 0 0.0%  移送費：医師の指示による入院・転院に要する移送費用

39 1,500 1,000 500 50.0%  出産育児一時金：被保険者の出産に係る一時金（50万円）

40 1,750 1,750 0 0.0%  葬祭費：被保険者の死亡時、葬祭執行者に対して支給する費用（5万円）

41 1,087,974 1,131,663 -43,689 -3.9%

42 1,688 1,860 -172 -9.2% 審査支払手数料：国保連合会で行うレセプト審査・支払に関する経費

43 1 1 0 0.0% 審査支払手数料：出産育児一時金等支払事務費を国保連合会に支払う経費

44 1,089,663 1,133,524 -43,861 -3.9%

45 223,758 225,751 -1,993 -0.9%

46 78,036 86,514 -8,478 -9.8%

47 22,414 26,103 -3,689 -14.1%

48 7,004 0 7,004 皆増

49 331,212 338,368 -7,156 -2.1%

50 3,141 3,746 -605 -16.2%

51 21,790 21,160 630 3.0% 特定健診・特定保健指導及び人間ドック助成に要する費用

52 24,931 24,906 25 0.1%

53 375 131 244 186.3% 国保財政調整基金に積み立てる費用

54 2,022 2,021 1 0.0% 国保税の還付金等に要する費用

55 1,000 1,000 0 0.0% 緊急的な支出に対応するための予算

56 1,459,795 1,508,375 -48,580 -3.2%

科    目 説   明

総 務 費

療 養 給 付 費

療 養 費

小 計
 療養費：補装具、柔道整復、鍼灸、マッサージなどの療養費に要した費用に
 ついて後から支給するもの

高 額 療 養 費

高 額 介 護 合 算 療 養 費
 高額介護合算療養費：医療保険と介護保険の1年間の自己負担金の合算額が
 自己負担限度額を超えた場合に支給するもの

移 送 費

出 産 育 児 諸 費

葬 祭 諸 費

計

計

医  療  給  付  費  分

後 期 高 齢 者 支 援 金 分

介  護  納  付  金  分

子 ど も ・ 子 育 て 支 援 納 付 金 分

計

保 健 事 業 費
レセプト点検や医療費通知、糖尿病重症化予防、TOKIフィット事業などの保健事業に
係る経費

特 定 健 康 診 査 等 事 業 費

計

財 政 調 整 基 金 積 立 金

そ の 他 の 支 出

予 備 費

合 計

審 査 支 払 手 数 料

国
保
事
業
費

納
付
金

国保広域化に伴い、県が市町村に支払う保険給付費等交付金等に必要な費用を充てる
ため、市町村が県へ納付するもの
（県から提示された内示額を計上）
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